



The Activities of The Land and  
Sea Association of Osaka concerning  
the Improvement of the River  
and Port Facilities in the Taisho  
and the early Showa Period
伊　藤　敏　雄
　　This article focuses on the activities of The Land and Sea Association 
of Osaka established 1919 in the Taisho and the early Showa period. It 
was composed of not only physical distribution companies but also public 
offices. Both of them cooperated for investigation into revising various 
regulations concerning water transport. Therefore the propositions which 




















































表 1　大正 8 年と昭和 10 年における大阪海陸協会の会員
大正 8年 昭和 10年


































































































創 立 総 会










































大 正 9 年 4/13
〔河川港湾改修ニ関スル説明〕特別会員直木倫太郎氏ヨリ右ニ関シ詳細ナル
説明アリタリ
第 1 4 回
大 正 9 年 11/16
〔大阪市港湾部技術課長横山徳太郎氏ノ講話〕大阪市港湾部ヨリ寄贈ノ大阪
港案内ニヨリ横山徳太郎氏ヨリ大阪港ニ付詳細ナル講話アリタリ
第 1 8 回







第 2 1 回
大 正 10 年 7/12
〔大阪府港務部入会ニ関スル件〕這般新設ヲ見タル大阪府港務部ヲ本会特別
会員ニ推挙スルコトニ決定セリ
第 2 2 回















第 2 6 回






第 4 0 回






第 4 1 回












第 4 4 回
大 正 12 年 6/19
〔大阪港改善ニ関スル件〕右ニ関シ次回総会ニ於テ大阪市港湾部長直木倫太
郎氏ノ講話ヲ乞フコトヽセリ
第 4 5 回
大 正 12 年 7/10
〔大阪港改善ニ関スル件〕右ニ関スル大阪市港湾部長直木倫太郎氏ノ講演ハ
同氏欠席ニ付次回総会ニ譲ルコトヽナレリ
第 4 7 回






第 4 8 回
大正 12 年 11/13
〔新出席者紹介〕幹事ヨリ左記（大阪市港湾部長事務取扱大阪市助役有田邦
敬―引用者注）新出席者ヲ紹介セリ
第 5 2 回




第 5 3 回
大 正 13 年 4/8
〔元大阪市港湾部長直木倫太郎氏ニ記念品贈呈之件報告〕大阪商船株式会社
村田省蔵氏ヨリ右ニ付説明、報告ヲナストコロアリタリ
第 1 0 3 回
昭 和 3 年 6/12
〔新会員紹介〕幹事ヨリ左記（客員直木倫太郎―引用者注）新会員ヲ紹介セ
リ
第 1 0 6 回



























第 1 6 5 回
昭 和 8 年 8/8
〔羅津港ニ関スル講話〕客員直木倫太郎博士ヨリ近時世論ノ中心トナレル右
ニ付詳細ニ亘ル講話アリタリ
第 1 7 0 回




出所） 前掲『事業報告書　大正八年─昭和十年』10～ 12・17・19・21・22・24～ 26・36・
37・39～ 42・44～ 46・94・99・169・170・179・180頁より作成。





第 5 4 回
大 正 13 年 5/13
〔新出席者紹介〕幹事ヨリ左記（大阪市港湾部長坂出鳴海・大阪税関松崎漸
吉―引用者注）新出席者ヲ紹介セリ
第 5 5 回
大 正 13 年 6/10
〔臨港鉄道ニ関スル件報告〕大阪市港湾部長坂出鳴海氏ヨリ右ニ関シ其工程
之ニ対スル政府ノ方針等ニ付報告スルトコロアリタリ
第 5 6 回





第 6 0 回
大正 13 年 11/11
〔ヒマラヤ山視察談〕大阪市港湾部長坂出鳴海氏ヨリ右題下ニ視察談アリタ
リ
第 6 4 回


















第 6 8 回
大 正 14 年 7/14
〔印度支部ニ於ケル港湾ニ関スル講話〕大阪市港湾部長坂出鳴海氏ヨリ右ニ
関スル講話アリタリ
第 6 9 回
大 正 14 年 8/11
〔南阿弗利加東海岸並ニ印度洋ニ於ケル港湾事情ニ関スル講話〕大阪市港湾
部長坂出鳴海氏ヨリ右ニ関スル講話アリタリ
第 7 2 回





第 7 4 回










第 7 9 回






第 9 0 回
























第 9 3 回















第 9 5 回




第 9 8 回













第 9 9 回















第 1 0 2 回












第 1 0 4 回
昭 和 3 年 7/10
〔新会員及新出席者紹介〕幹事ヨリ左記新会員（客員坂出鳴海―引用者注）、
新出席者（株式会社浪華倉庫支配人島崎直幹―引用者注）ヲ紹介セリ
第 1 0 6 回





第 1 0 8 回




第 1 1 3 回
昭 和 4 年 4/9
〔大阪市港湾部長横山徳太郎氏逝去ニ付供花之件報告〕右ニ付幹事ヨリ報告
スルトコロアリタリ
出所） 前掲『事業報告書　大正八年─昭和十年』46～ 49・51・52・54～ 56・60～ 63・65・



































第 1 1 3 回
昭 和 4 年 4/9
〔新出席者報告〕幹事ヨリ左記（大阪市港湾部長近藤博夫―引用者注）新出
席者ヲ紹介セリ
第 1 1 4 回









第 1 1 9 回




第 1 2 8 回






第 1 3 3 回





第 1 3 6 回





第 1 3 9 回




第 1 4 3 回
昭 和 6 年 10/13
〔大阪港灯台改善ニ関スル報告〕右ニ付大阪市港湾部長近藤博夫氏ヨリ昭和
七年度ヨリ実行確実ナル旨灯台局ノ意向ヲ報告スルトコロアリタリ
第 1 4 4 回




第 1 4 9 回




第 1 5 0 回






第 1 5 1 回






第 1 5 2 回
昭 和 7 年 7/12
〔大阪港記念日ニ関スル件〕右ニ付大阪市港湾部長近藤博夫氏ヨリ記念日当
日ノ行事ニ付詳細ナリ説明アリタリ
第 1 5 3 回







第 1 5 4 回
昭 和 7 年 9/13
〔港湾調査会議事経過報告之件〕大阪市港湾部長近藤博夫氏ヨリ過般東京ニ
開催ノ港湾調査会ノ審議結果ヲ報告スルトコロアリタリ
第 1 5 5 回




第 1 5 7 回







第 1 6 5 回













第 1 6 9 回




第 1 7 9 回

























同 22年 4月 7日、第 11代大阪市長に当選（初の公選市長）就任し、大阪港
の内港化・市営住宅の整備・全市域のゴミ各戸収集実施等、都市再建に取り
例会・年月日 決議及び報告事項等
第 1 8 0 回











第 1 8 7 回







































事業化を図った。同 7年に同部工務課長、そして同 9年 6月に港湾部長に就
9)　歴代知事編纂会編『日本の歴代市長　第二巻』歴代知事編纂会、1984年、760頁。






第 1 5 7 回




第 1 5 9 回











第 1 6 0 回










第 1 6 3 回








第 1 6 4 回








第 1 6 5 回
昭 和 8 年 8/8
〔松花江及朝鮮諸港ニ関スル講話〕大阪市港湾部技術課長松田健作氏ヨリ右
ニ付講話アリタリ
第 1 6 7 回
昭 和 8 年 10/10
〔大和川尻国際飛行場ニ関スル講話〕大阪市港湾部長福留並喜氏ヨリ近時問
題化セル本問題ニ付講話アリタリ
第 1 6 8 回




























　 　 河川法に関しては、河川法令研究会編『よくわかる河川法 改訂版』ぎょうせい、2007年
を参照。





第 1 7 8 回









第 1 8 0 回 



























































　表 4にあるように、同年 7月 8日の第 128回例会では、この案件に関して、
島と近藤からの説明と審議を経て、同年 7月 11日付で、大阪市長に宛てて「安
治川架橋ニ関スル陳情」がなされた。それによれば、昭和 3年 3月 28日に、
大阪市当局に慎重審議を求めた安治川架橋が、同 5年 3月 24日に同市会で
決議されたことを受けて、安治川に水運を阻害する跳橋の架設等は避けるこ







































































　表 5によれば、昭和 8年 11月 14日の第 168回例会での「港湾行政統一ニ
関スル件」において、内務省を訪問する山本が大阪海陸協会の意見を得たい
と要望したことを受け、海陸協会では、同月 18日に委員会を開催すること





















































































































































第 5 4 回




第 5 5 回




第 6 5 回






第 6 6 回




第 8 1 回




第 8 3 回





第 8 4 回
大正 15 年 11/16
〔入津料撤廃之件〕右ニ付内務省ヘ建議スルコトニ就テハ今暫ク之ガ研究ヲ
重ヌルコトヽセリ
第 8 6 回
昭 和 2 年 1/18
〔入津料撤廃ニ関スル件報告〕大阪府土木課村山喜一郎氏ヨリ右ニ付府会ノ
経過報告アリタリ
第 1 1 2 回




第 1 1 3 回
昭 和 4 年 4/9
〔入津料撤廃ニ関スル委員会経過報告〕幹事ヨリ右ニ関スル委員会ノ経過報
告アリ請願文案ヲ可決セリ
第 1 1 4 回
昭 和 4 年 5/14
〔入津料撤廃請願之件報告〕右ニ関シ幹事ヨリ去月二十七日附大阪府知事及
府会議長宛請願書ヲ提出ノ旨報告アリタリ
第 1 1 6 回
昭 和 4 年 7/16
〔入津料撤廃ニ関スル件〕本件実現ノタメ此際大阪商工会議所ニ対シ、協力
方ヲ依頼スルコトニ決定ヲ見タリ
第 1 1 7 回




第 1 5 0 回







第 1 5 1 回
















第 1 5 6 回





第 1 5 7 回




第 1 6 6 回





第 1 7 6 回




第 1 7 7 回








第 1 7 8 回
昭 和 9 年 9/11
〔入津料撤廃之件〕右ニ付去月三十日当局ヘ促進陳情書ヲ提出セル旨幹事ヨ
リ報告スルトコロアリタリ
第 1 8 3 回


















































4年 5月 14月に 4月 27月付の請願書26) の提出がなされたという報告があっ
たことが分かる。以下では、これら一連の経緯が簡潔に整理されている、同

















































　その後も、同 7年 12月 9日付で大阪府知事と大阪府会議長、同 8年 9月
6日付と同 9年 8月 30日付で大阪府知事と同内務部長に、同様の陳情を行っ






























5年 2月 18日の第 123回例会で、杉村倉庫代表松村松次郎から、安治川・木
津川・尻無川の改善について提案がなされてからである。そこでは、大阪府
土木部長を訪問の上、当局の意見が聴取されることとなった。

























が、既に具体的に企図されていたのである。さらに、昭和 7年 11月 8日の
第 156回例会では、先の陳情書の安治川筋の項目にある朝日新聞社西側水路
の幅員・水深増加や暗渠の可否については、施工前に協会へ諮問することを
大阪市土木部長の島に依頼することとされた31)。
　これらからは、「河川改善・利用」の問題は解決しなかったが、大阪海陸
協会が、大阪府及び大阪市土木部長等と協調しつつ、その改善を図っていた
ことが分かる。そして、これまで述べてきた解決を見ない様々な問題につい
ても、作成された諸案や情報が組織内に蓄積され、その後の物流業界の発展
や問題改善に活用されたといえよう。
おわりに
　本稿では、戦前期において、大阪市内の物流関連団体である大阪海陸協会
が同市内河川と大阪港の利用に関して、いかなる問題に直面していたのかを
考察した。その結果、同協会が、都市計画法や河川法あるいはその他の法令
と現状とのギャップをいかに解消して河川・港湾設備の改善を図るかという
ことに取り組んでいたのかが、具体的に明らかになった。
　その中で、大阪海陸協会は、陳情先の一つである大阪市、とりわけ同市港
湾部とは非常に密接且つ良好な関係にあったことが判明した。同協会は、歴
代の港湾部長や都市計画部長等に、様々な問題についての講話や教示を依頼
し、それらを踏まえて委員会を立ち上げたり、例会で審議するなどして、物
流等に関する調査研究を長年にわたって行っていたのである。その間、大阪
市等の行政側との協調がなされたため、同協会による数々の建議書は非常に
客観的且つ現実的な内容を備えたものであった。そして、それらを総合した
ものが昭和 9年（1934）の風水害後に採り上げられることになるのであるが、
この点に関しては今後の課題としたい。
31)　 前掲『事業報告書　大正八年─昭和十年』114・115・125・126・128・129・153・154・
330～ 331・336～ 340頁。
